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１ 自殺対策の推進体制 

自殺対策は、家庭や学校、職場、地域など社会全般に深く関係しているため、総合的な自

殺対策を推進するためには、地域の多様な関係者の連携・協力が必要です。 

本市では、「よこはま自殺対策ネットワーク協議会」において、情報共有や連携強化、ま

た関係機関同士の協働などにより、自殺対策の推進を図ります。 

また、「横浜市庁内自殺対策連絡会議」において、計画の進捗状況や課題を共有し、より

効果的な事業推進や連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よこはま自殺対策ネットワーク協議会 

市民 

地域 医療関係 

福祉関係 

教育関係 

法律関係 

経済関係 労働関係 

警察関係 

報道関係 

民間団体等 

自死遺族関係 

行政機関 

連携 

横浜市庁内自殺対策連絡会議 

関係局課の密接な連携と協力により、多角的・

効果的な自殺対策の推進を図ります。 

推進 連携 情報共有 
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２ 計画の進行管理 

  ＰＤＣＡサイクルの考え方を活用し本計画の評価を実施します。 

  毎年、人口動態統計や自殺統計の解析による自殺の状況や、本計画に基づく施策の推進状

況等をよこはま自殺対策ネットワーク協議会に報告し、評価を行います。 

  この評価に加え、計画を推進する上での社会経済情勢の変化、自殺をめぐる諸情勢の変化

等を踏まえ、５年後に計画の見直しを図ります。 
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